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指定基金の判定、健全化計画について
の行政確認事項（厚年、通知改正）
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三菱ＵＦＪ年金ニュース三菱ＵＦＪ年金ニュース三菱ＵＦＪ年金ニュース

標記につき今後意見募集（パブコメ）が行われる予定であり、

その概要（以下１、２）について行政確認ができましたのでご案

内致します。また、その他にも行政確認できた事項（以下３，

４）がありますので併せてご案内致します。

１．指定基金の判定ルール・健全化計画の提出期限の変更

２．健全化計画の最低責任準備金付利率の緩和

３．回復計画の取扱いの明確化

４．掛金猶予先の取扱いの明確化

ポイントポイント

【改正・廃止予定通知】
• 「厚生年金基金に係る厚生年金保険法第百七十八条の二に基づく厚生労働大臣の指定及び健全化計画の承認につい
て」平成17年8月9日年発第0809001号（改正）

• 「指定厚生年金基金の指定について」平成17年9月15日年発第0915001号（廃止）

ご参考に厚年基金以外のお客様にも送付させて頂きます。

詳細は次頁以降をご参照
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１．指定基金の判定ルール・健全化計画の提出期限の変更（意見募集予定）１．指定基金の判定ルール・健全化計画の提出期限の変更（意見募集予定）

平成19～21年度の3事業年度が全て
「純資産額＜最低責任準備金※１×0.9」の場合

平成19～21年度の3事業年度が全て
「純資産額＜最低責任準備金※１×0.9」の場合

指定基金に指定される指定基金に指定される

平成22年12月末の実績が
「純資産額≧最低責任準備金×0.9」の場合

平成22年12月末の実績が
「純資産額≧最低責任準備金×0.9」の場合

平成22年12月末の実績が
「純資産額＜最低責任準備金×0.9」の場合

平成22年12月末の実績が
「純資産額＜最低責任準備金×0.9」の場合

『積立状況を示す書類※２』を2月末までに提出『積立状況を示す書類※２』を2月末までに提出

指定解除
（健全化計画の提出不要）

指定解除
（健全化計画の提出不要）

『健全化計画』を平成23年2月末までに提出『健全化計画』を平成23年2月末までに提出

※２ 様式は改正通知で示される予定

（平成22年度に指定される場合の例）
⇒変更前の判定ルールは次頁をご参照

従前の12月末から変更
（従前は12月に臨時代議員会を開催し健
全化計画を議決する必要があったが、2月
の予算代議員会で議決することが可能）

3年連続0.9未満なら
一旦指定される

12月末実績が0.9以上なら
指定解除される

※１ 期ズレありの最低責
任準備金（以下同様）

従前は指定年度末（例：平成23年3月末）の積立状況の見込みにより指定基金かどうかを
判定するルールであったが、12月末の実績により判定（指定解除）するルールに変更。

指定基金に指定された場合、代議員会の議決を得た健全化計画を12月末までに行政宛
に提出する必要があったが、翌年2月末までの提出に変更。

変更後の判定ルール
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【ご参考】変更前の判定ルール （平成22年度に指定される場合の例）

指定基金に指定されない指定基金に指定されない
平成22年11月末までに
指定基金に指定される

（12月末までに健全化計画の提出要）

平成22年11月末までに
指定基金に指定される

（12月末までに健全化計画の提出要）

平成18年度において「純
資産額≧最低責任準備
金×0.9」の場合

平成18年度において「純
資産額≧最低責任準備
金×0.9」の場合

平成18年度において
「純資産額＜最低責任
準備金×0.9」の場合

平成18年度において
「純資産額＜最低責任
準備金×0.9」の場合

平成22年度末において「純資産額≧
最低責任準備金×0.9」と見込まれる※
平成22年度末において「純資産額≧
最低責任準備金×0.9」と見込まれる※

平成22年度末において「純資産額＜
最低責任準備金×0.9」と見込まれる

平成22年度末において「純資産額＜
最低責任準備金×0.9」と見込まれる

平成22年度末（平成23年3月末）の積立状況を予測平成22年度末（平成23年3月末）の積立状況を予測

※ 平成22年10月末までに「健全化計画実施予定年度にお
ける純資産額等の確認」の提出が必要

平成19～21年度において1事業年度でも
「純資産額≧最低責任準備金×0.9」の場合

平成19～21年度において1事業年度でも
「純資産額≧最低責任準備金×0.9」の場合

平成19～21年度において3事業年度全て
「純資産額＜最低責任準備金×0.9」の場合

平成19～21年度において3事業年度全て
「純資産額＜最低責任準備金×0.9」の場合



4／発行元：三菱ＵＦＪ信託銀行 年金コンサルティング部
※本件に関するご照会は営業担当者までお願い致します。また本資料は、当社が公に入手可能な情報に基づき作成したものですが、その内容の正
確性・完全性を保証するものではありません。施策の実行にあたっては、実際の会計処理・税務処理等につき、貴社顧問会計士・税理士等にご確認く
ださいますようお願い申し上げます。当レポートの著作権は三菱UFJ信託銀行に属し、その目的を問わず無断で引用または複製することを禁じます。

5

２．健全化計画の最低責任準備金付利率の緩和（意見募集予定）２．健全化計画の最低責任準備金付利率の緩和（意見募集予定）

健全化計画上の最低責任準備金の付利率が緩和される。

【変更前】
「直近の厚年本体の財政検証における運用利回りの前提」

【変更後】
「直近の厚年本体の財政検証における運用利回りの前提」または
「厚年本体の直近5年の運用実績の平均値」のいずれか

＜平成21年厚年本体の財政検証における運用利回り前提＞

※弊社推計値（実際は例年8月に確定値が公表され、12月に告示
される）

変更前

2.22.01.9

272625

1.8

24

7.5※MinV付利率（％）

23年（1～12月）

＜平成21年厚年本体の財政検証における運用利回り前提＞

OR
＜厚年本体の直近5年の運用実績の平均値＞

変更後

年（1～12月） 23 24 25 26 27

1.41MinV付利率（％） 7.5※

健全化計画で1.41％※の最低責任
準備金付利率が使用可能となる。
（但し計画期間中は同じ推計方法
を継続する必要あり。）

2.22.01.9

272625

1.8

24

7.5※MinV付利率（％）

23年（1～12月）

1年9ヶ月期ズレ

年度（4～翌3月） 17 18 19 20 21

厚年本体利回り実績
（％）

6.82 3.10 △3.54 △6.83 7.50※

過去5年平均（％） － 1.41※



5／発行元：三菱ＵＦＪ信託銀行 年金コンサルティング部
※本件に関するご照会は営業担当者までお願い致します。また本資料は、当社が公に入手可能な情報に基づき作成したものですが、その内容の正
確性・完全性を保証するものではありません。施策の実行にあたっては、実際の会計処理・税務処理等につき、貴社顧問会計士・税理士等にご確認く
ださいますようお願い申し上げます。当レポートの著作権は三菱UFJ信託銀行に属し、その目的を問わず無断で引用または複製することを禁じます。

5

３．回復計画の取扱いの明確化（行政確認事項）３．回復計画の取扱いの明確化（行政確認事項）
（財政運営基準第4四（2）⑤）

指定基金が回復計画を策定する場合、健全化計画と同じ前提を用いる必要があるとされ
ているが、資産評価方法は当該前提に含まれない。

⇒健全化計画は時価評価で策定するが、回復計画は数理的評価でもよい（数理的評価を採
用している場合）。

４．掛金猶予先の取扱いの明確化（行政確認事項）４．掛金猶予先の取扱いの明確化（行政確認事項）

掛金引上げを猶予している基金が指定基金に指定された場合は、平成24年3月までは掛
金引上げを猶予し平成24年4月以降に掛金を引上げる前提で健全化計画を策定すること
も可能。

上記の場合、平成24年4月以降の掛金を規約に定める必要はない。

本来適用すべき掛金
新掛金適用

＜掛金猶予の取扱い（例）＞

Ｈ21.3末 Ｈ22.4.1 Ｈ23.3末 Ｈ24.4.1～

＜健全化計画の取扱い（例）＞

新掛金適用

Ｈ21.3末 Ｈ22.4.1 Ｈ23.3末 Ｈ24.4.1～

H22年度
（指定年度）

Ｈ28.3末

H27年度末
（健全化）

健全化計画上の掛金も掛金猶予を前
提として良い。

以上


